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1．上昇する空室率

東京オフィスビル市場の「2003年問題」とは、

2003年に集中して東京都心部の一等地に大規模

な新築オフィスビルが大量供給されることによ

り、賃貸市況の悪化が懸念されることである。

東京23区では、2003年に１万㎡以上のオフィ

スビルが40棟、オフィス延床面積にして218万㎡

が新規に供給される。これはバブル期に計画さ

れたビルが大量に供給された1994年を上回る、

未曾有の規模である（図表－１）。

市場全体の空室率は、すでに2001年12月から

上昇傾向にある。これは2003年の大量供給の直

接的な影響というよりも、経済活動の低迷を反

映して、オフィス需要が弱含んでいるためとみ

られる。

今後もこのような需要の低迷が続けば、新

築ビルが急増する2003年には市況が一段と悪化

するのは自明である。市場には、2003年の大型

ビル空室率が最悪10％以上まで上昇するという

予測もある（注１）。

ビル規模別にみると、中小型ビルより圧倒的

に空室率が低かった大型ビルやＡクラスビル

が、昨年後半から空室率を急上昇させ、規模間

格差が縮小しているのが特徴的である（図表－

２）。
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図表－1 東京23区の新規供給
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（資料）森ビル「東京23区の大規模ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ市場動向調査」

図表－2 ビルの規模別空室率
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（資料）三鬼商事（小・中・大型ビル）、生駒データサービスシステム

（Aクラスビル）のデータを基にニッセイ基礎研究所が作成
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2．頭打ちのオフィス需要

(1) 供給が需要を生む構造は続くか

これまで、東京のオフィス市場では、供給量

が増加しても需要がそれに追いつくように増加

してきた（図表－３）。

これは、長期トレンドとして、本社機能や開

発機能の東京シフトや新規事業者の市場参入、

経済のサービス化によるオフィスワーカー率の

上昇が続いたうえ、１人当り執務面積の拡大や

情報設備の機能アップを望む企業ニーズを背景

に、オフィス供給を上回る大きなオフィス需要

が常に存在しており、新規供給によってこれら

が顕在化してきたためと考えられる。

しかし、少なくとも足元では、旺盛だったオ

フィス需要に頭打ち傾向がみられる。景気の現

状からみても、このようなオフィス需要が2003

年に急拡大する可能性は非常に低いと予想され

る。

全就業者に占めるオフィスワーカーの割合

は、86年からおおむね上昇傾向にあるものの、

最近はやや頭打ちの感がある（図表－５）。

図表－3 貸室総面積と入居面積
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（資料）生駒データサービスシステム資料を基にニッセイ基礎研究所が
作成

(2) オフィスワーカー数の伸び悩み

東京圏のオフィスワーカー（専門的･技術的

職業、管理的職業、事務従事者の合計）数は、

87年から92年まで毎年３～７％増加した。93年

に一度減少したものの98年に749万人に達し、

その後は740万人前後で増減を繰り返している

（図表－４）。

図表－4 オフィスワーカー数（東京圏）

700

87年� 89 91 93 95 97 99 2001�

（万人）�

オフィスワーカー数�

500

0

-2%

0%

2%

4%

6%

8%

オフィスワーカーの増加率�

（注）東京圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、年平均値
（資料）総務庁（省）「労働力調査報告」を基にニッセイ基礎研究所が

作成

図表－5 オフィスワーカー割合（東京圏）
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（資料）図表－４に同じ

(3) 外資系金融機関数の減少

東京に本社や代表支店のある外資系金融機

関(注２)は、外資系企業が破たん生保の受け皿と

なった事情などもあり、98年から従業員数が急

増し、IT関連企業とともに99年～2000年にかけ

てオフィス需要拡大の牽引役となった。

ところが、日本の株式市場の低迷や、米国の

景気減速で親会社の収益力が低下したことなど

を背景に、2001年後半から、証券会社の日本か

らの撤退や事業縮小が相次ぎ、企業数は前年か

ら32社も減少して158社になり、従業員数も伸

び悩んでいる。（図表－６）。
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(4) 活発化する企業の新陳代謝

マザーズも合わせた東京証券取引所の新規上

場企業数は増加傾向が続いており、特に2000年

はITブームもあって157社もの会社が上場した。

ただし、2001年は65社減って92社となった。一

方、上場廃止企業も増加傾向にあり、2001年は

過去最高の44社となった（図表－７）。

員数の削減が行われるが、同時に新たなオフィ

スの統合移転ニーズが新たに発生する場合が多

いと考えられる。

ただし、日本企業が経営統合する場合は、外

資系企業に比べて雇用を重視する傾向が強いた

め、短期間で大幅な人員削減や店舗の統廃合を

行わない反面、長期にわたってオフィス需要に

ネガティブな影響を与え続けることになる。

いずれにしても、企業の新陳代謝が活発化し

ていることは間違いないが、現状ではオフィス

統合ニーズの増加は期待できても、オフィス需

要全体が大幅に増加するとは考えにくい。

(5) 1人当りオフィス面積拡大の可能性

オフィス需要＝オフィスワーカー数×ワーカ

ー１人当りオフィス賃貸面積、とすれば、ワー

カー数が伸び悩んでも、１人当りオフィス面積

が増加すればオフィス需要は拡大することにな

る。

テナントを対象にした森ビル（株）のアンケ

ートによると、１人当りオフィス面積（執務面

積ベース）は、92年以降おおむね拡大傾向に

ある（注３）。

この背景には情報通信機器が増加した影響も

あると思われるが、むしろ１人当り床面積が賃

図表―6 外資系金融機関の従業員と企業数
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（資料）東洋経済「外資系企業要覧」を基にニッセイ基礎研究所が作成

図表―7 新規上場・上場廃止企業（東証）
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作成

図表－8 Ｍ＆Ａ（合併・買収）の件数
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企業のM&A（合併・買収）件数の増加傾向

も顕著である（図表－８）。

一般に、将来の上場を目指した起業の増加で

新たなオフィス需要の発生が期待できるが、経

営破たんなどで上場廃止に至れば当然ながらオ

フィス需要の消失につながる。M&Aでも従業
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料単価の動きと逆相関となっている点に注目す

べきである（図表－９）。すなわち、賃料単価

の引下げがテナントの総賃貸面積拡大につなが

った結果、１人当り執務面積も広くなったとす

れば、オフィス需要回復のためには、もう一段

の賃料引下げが求められるということになる。

現在、多くの企業で、従業員にPCが行き渡

り、機器の小型化･省電力化も著しい。一方、

オフィスレイアウトは相変わらず大部屋の島型

対向レイアウトが主流で、個人席を廃止して机

を数人で共用するフリーアドレスオフィスの採

用はあっても、個室化やデッドスペースのある

変則的なレイアウトに切り替わる兆しはあまり

ない。

結局、現状では、１人当りオフィス面積が貸

室コストの低下と無関係に拡大していく可能性

は低い。

3．オフィス移転の連鎖

2003年に竣工が予定される最新鋭ビルの建

築･設備仕様は、既存の超高層ビルを凌ぐもの

が多いが、賃料もそのエリアでは最高水準とな

るため、入居できる企業は大企業や成長企業な

どに限られる。このため、2003年にはＡクラス

におけるゼロサムゲーム的な競争が激化するだ

けで、Ｂ、Ｃクラスなど、より規模が小さいビ

ルの市場には大きな影響がないという見方があ

る。しかし、2003年から2004年にかけて、オフ

ィス需要全体が拡大しなければ、クラスを越え

たオフィス移転の連鎖が起こる可能性が高い。

前述したように、大企業を中心に会社合併や

事業統合、組織合理化などを背景にしたダイナ

ミックなオフィス再編の動きがみられ、分散し

たオフィスの統合ニーズがこれまでになく大き

くなっている。

オフィス統合では、コミュニケーションなど

の業務効率が向上するうえ、フロア効率向上で、

賃料単価が多少高くなってもコスト総額が変わ

らないか、場合によっては圧縮可能になるとい

う利点がある。

このようにみれば、オフィス統合を計画する

大企業にとって、2003年はよりグレードの高い

ビルに移転できるまたとない機会で、新規供給

される最新鋭ビルは、このようなオフィス統合

の受け皿として最適といえる（図表－10）。

このように、最新鋭ビルが大企業のオフィス

統合移転の受け皿となる一方で、それによって

空室の発生した既存のＡクラスビルやＢクラス

ビルでは、新規テナント確保のための営業活動

が開始される。

既存のＡクラスビルは大型であることから、

新たなオフィス統合の受け皿となる可能性が高

いが、古いビルでは設備などの大規模改修（リ

図表－9 1人当りオフィス面積と募集賃料
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（資料）森ビル、生駒データサービスシステム資料を基にニッセイ基礎
研究所が作成



14 ニッセイ基礎研REPORT 2002.10

ノベーション）や賃料引下げで競争力を高める

必要がある。

次に、玉突き的に解約が発生したＢクラスビ

ルやＣクラスビルは新たにテナント営業を開始

することになるが、このクラスのビルは数が多

いだけに競争はより激しいとみられる。立地条

件が悪く、適切なリノベーションも行われてい

ないビルでは、賃料を大幅に引下げてもテナン

ト確保ができないケースも出てくるとみられる。

このような連鎖に巻き込まれないのは、デー

タセンターなど他のビルとの差別化が可能なビ

ルだけであろう。

今後、オフィス需要の回復が見込めなければ、

最新鋭ビルへのオフィス統合移転をきっかけ

に、既存のＡクラスビルからＢクラスビル、そ

してＣクラスビルへとクラスを越えたオフィス

移転の連鎖が２～３年にわたって続く可能性が

高い（図表－11）。

図表－10 新築大規模ビルへのオフィス集約事例（2002～2003年）

企業名�
主な移転前�
ビル名（所在）�

移転先ビル名�
（所在）�

延床面積�

電通� 電通築地本社ビル（中央区）�
聖路加タワー（中央区）�
電通築地えとビル（中央区）�
電通銀座ビル（中央区）�

汐溜Ａ街区�
電通本社棟�
（港区）�
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インテリジェンス� カナダ大使館（港区）�
銀座岩崎ビル（中央区）�
新宿三井ビル（新宿区）�

丸の内ビルヂング�
（千代田区）�

160,000㎡��

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ�横浜尾上町ビル（横浜市）�
尾上町ＫＮビル（横浜市）�
クィーンズタワー（横浜市）�
横浜高島町ビル（横浜市）�
コスモ金杉橋ビル（港区）�

品川ｼｰｻｲﾄﾞﾌｫﾚｽト�
Ａ-1棟、Ａ-2棟���
（品川区）�

80,000㎡��� �
（２棟合計）�

 

（注）検討中も含まれており、変更になる場合もある。
（資料）日経マーケット情報、公表資料を基にニッセイ基礎研究所が作成

図表－11 オフィスビル移転の連鎖イメージ
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4．オフィスビル大競争時代の幕開け

過去10年間のオフィス着工面積をみると、床

面積10,000㎡以上の大型ビルの割合が増加傾向

にある（図表－12）。

2004年以降も、都市再生政策の追い風もあっ

て都心部の大規模開発を中心にオフィスビル供

給が続くとみられることから、オフィスビルス

トックも大型化していくはずである。

このようなオフィスビルの大型化により、

大型ビルでも立地条件や設備仕様の違いによ

る格差が拡大している。築年が浅いＡクラス

ビルほど満室稼動しているビルの割合が高い

ことから(注４)、「近･新･大」の代表とされるＡク

ラスビルといえど、時間の経過とともに絶対的

な優位性を保つことが難しくなりつつあること

がわかる。

超高層ビルは常にその時代の最先端技術･企

画が取り入れられてきたが、2003年前後に竣工

するビルにも、最新の建築･設備仕様やインタ

ーネット接続サービス、セキュリティ･システ

ムなどが導入されている。しかし、中小規模ク

ラスでも新築ビルでは、天井高2,700mm、フリ

ーアクセスフロア、24時間入退室管理、個別空

調制御を標準装備とするものが増加している。

一方、既存ビルは、Ａクラスビルといえど適

切な管理と設備の機能向上などにより、物理的

劣化や陳腐化を回避しなければ、市場での競争

力低下は免れない。

「近･新･大」ビルが無条件で勝ち組であった

時代は終わりを告げ、ビルの大型化とともにオ

フィスビル大競争時代の幕が開いたといえる。

（注１）オフィスビル総合研究所：（悲観シナリオ）大規模ビ
ル空室率、2003年１月7.21％、2004年１月11.42％
（2002年６月「首都圏のオフィスマーケット調査月報
ダイジェスト版」）
生駒データサービスシステム：2003年空室率7.8％
（2002年７月26日資料）

（注２）対象は、原則として資本金5,000万円以上でかつ外資
の比率が49％以上の、銀行、信託銀行、証券会社、保
険会社、投信・投資顧問会社

（注３）2001年調査では、前年から1.3㎡減少している。森ビ
ルでは、入居テナントの使用面積にほとんど変化がな
い一方、従業員数が増加した結果とし、2003年の大量
供給を見据えて現状拡張要望がある企業でも意思決定
を延ばしているケースも見られることから、2003年に
は１人当り床面積も回復していくと予想している。

（注４）生駒データサービスシステムの調査によれば、2002年
第二四半期、Aクラスビルで空室を抱えるビルの割合
は、築５年未満のビルで約58％、築５～10年で約73％、
築10年以上で約79％である。

図表－12 東京23区の規模別着工面積割合
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（資料）東京都「建築統計」を基にニッセイ基礎研究所が作成

図表－13 築浅・大型ビルのシェア
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2003年末の�
東京23区貸室面積シェア�

築15年以内�
延床1万㎡以上ビル�

�
        26.4%

（資料）生駒データサービスシステム、森ビル資料を基にニッセイ基礎
研究所が作成

すでに、2003年には、新築後15年以内で延床

面積が10,000㎡以上のオフィスビルは、東京23

区貸室総面積の約４分の１を占めると予測され

る（図表－13）。


